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農業用水を活用した
⼩水⼒発電を進める際の留意点



本日お話したいこと

農業用水を活用して小水力発電を行う際にご留意
いただきたいこと

○農業用水の管理・所有の形態と相談先は？

○農業用水路の建設に国庫補助金が使われて
いた場合は？



農業用水の管理者は？
農業用水の日常管理（水門の操作、泥上げ等）しているのは？
①土地改良区
土地改良法の規定により設置された法人
組合員は農業者
半分以上の土地改良区は職員１名または不在

②水利組合
任意団体

③その他地域の団体（自治会etc）
※1つの団体の管理だけではなく、複数の団体が役割分担
している場合もあり

※組織の運営は農業者からの賦課金（または水利費）に
よっている



農業用水の所有者は？

※水利組合、自治会などの任意組合は財産所有ができない
認可地縁団体、一般社団法人などの法人格を有していれば、
施設を所有可能であるが、⻑野県内での事例は多くない

※水利組合が、土地改良区の下部組織になっている場合あり

施設の所有者施設の管理者

土地改良区（一部市町村もあり）土地改良区

市町村又は土地改良区
水利組合

その他地域の団体（自治会etc）



農業用水で発電を検討する場合の相談先は？
①地域振興局農地整備課
水路の管理者等を紹介

②市町村
具体的な協議先や地元団体の紹介

③土地改良区

水利組合、地元団体等は連絡先などが公開されていないので、
①、②にどこに協議していくのがベターか相談



農業用水路の建設に国庫補助金が使われていたら？
補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律
（財産の処分の制限）
第22条 補助事業者等は、補助事業等により取得し、又は効用の増加した
政令で定める財産を、各省各庁の⻑の承認を受けないで、補助金等の交付
の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供しては
ならない。
補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分等の承認基準
第２条 〜（略）〜
２ 補助対象財産の一部を利用する場合であって、その利用が補助目的の一
部として想定されておらず、補助対象財産の機能等を損なうことのない場
合には、補助金等の交付の目的に反しない利用となることから、財産処分
には該当せず、本基準に定める手続を経ることを要しない。



農業用水路の建設に国庫補助金が使われていたら？
補助事業の制限は処分制限期間内
処分制限期間とは
⇒その財産（農業用水路等）の耐用年数期間

補助目的とは
⇒農業用水路の場合、農地に用水供給することが主な目的ですが、水路に
よっては水を温めることや、用水だけでなく排水機能を持つ場合は、農
地・宅地等の被害防止を目的としている場合もあります

発電所建設に伴う必要な手続きをスムーズに進めるため、
建設を検討している農業用水路がありましたらご相談ください



最後に

農業用水を活用した小水力発電は、農業者が減少する中、発電
に伴う収入により、水路の維持管理費負担軽減が期待できる

水路の管理者との協議、補助事業により建設された水路に
伴う手続きなどお手伝いできることがあれば、農地整備課
までご相談ください。



（問合せ先）
県庁・合同庁舎の代表電話県庁・地域振興局

026-232-0111農政部農地整備課
0267-63-3111佐久地域振興局農地整備課
0268-23-1260上田地域振興局農地整備課
0266-53-6000諏訪地域振興局農地整備課
0265-78-2111上伊那地域振興局農地整備課
0265-23-3111南信州地域振興局農地整備課
0264-24-2211木曽地域振興局農地整備課
0263-47-7800松本地域振興局農地整備課
0261-22-5111北アルプス地域振興局農地整備課
026-233-5151⻑野地域振興局農地整備課
0269-22-3111北信地域振興局農地整備課


